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改
正
実
務
対
応
報
告
40
号
の
ポ
イ
ン
ト
は
？

Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
参
照
金
融
商
品
に

関
す
る
ヘッ
ジ
会
計
の
留
意
点

Ⅳ

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

新
開
　
朋
春

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
金
利
指
標
置
換
後
の
会
計
処
理
に
関
す

る
取
扱
い
の
適
用
期
間
が
１
年
延
長
さ

れ
、２
０
２
４
年
３
月
31
日
以
前
に
終

了
す
る
事
業
年
度
ま
で
と
さ
れ
た
。

●
金
利
ス
ワ
ッ
プ
の
特
例
処
理
お
よ
び
為

替
予
約
等
の
振
当
処
理
に
つ
い
て
、一定

の
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、金
利
指

標
置
換
後
、２
０
２
４
年
３
月
31
日
以

前
に
終
了
す
る
事
業
年
度
の
翌
事
業
年

度
の
期
首
以
降
も
、こ
れ
ら
の
処
理
を

継
続
し
て
適
用
で
き
る
こ
と
が
明
確
化

さ
れ
た
。

●	

前
記
の
適
用
期
間
内
に一定
の
要
件
を

満
た
す
契
約
条
件
の
変
更
ま
た
は
契
約

の
切
替
え
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、金

利
指
標
置
換
時
が
２
０
２
４
年
３
月
31

日
以
前
に
終
了
す
る
事
業
年
度
の
期
末

日
後
に
到
来
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

金
利
ス
ワ
ッ
プ
の
特
例
処
理
お
よ
び
振

当
処
理
の
適
用
を
継
続
で
き
る
こ
と
と

さ
れ
た
。

は
じ
め
に

企
業
会
計
基
準
委
員
会（
以
下
、「
Ａ
Ｓ

Ｂ
Ｊ
」と
い
う
）は
、
２
０
２
２
年
３
月
17

日
、
改
正
実
務
対
応
報
告
40
号「
Ｌ
Ｉ
Ｂ

Ｏ
Ｒ
を
参
照
す
る
金
融
商
品
に
関
す
る

ヘ
ッ
ジ
会
計
の
取
扱
い
」（
以
下
、「
本
実
務

対
応
報
告
」と
い
う
）を
公
表
し
た
。
本
実

務
対
応
報
告
は
、
２
０
２
０
年
９
月
29

日
に
公
表
さ
れ
た
実
務
対
応
報
告
40
号

「
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
を
参
照
す
る
金
融
商
品
に

関
す
る
ヘ
ッ
ジ
会
計
の
取
扱
い
」（
以
下
、

「
２
０
２
０
年
実
務
対
応
報
告
」と
い
う
）

を
一
部
改
正
し
た
も
の
で
あ
る
。

２
０
２
０
年
実
務
対
応
報
告
で
は
、
金

利
指
標
の
選
択
に
関
す
る
実
務
や
企
業
の

ヘ
ッ
ジ
行
動
に
つ
い
て
不
確
実
な
点
が
多

い
た
め
、
公
表
か
ら
約
１
年
後
に
金
利
指

標
置
換
後
の
取
扱
い
に
つ
い
て
再
度
確
認

す
る
予
定
と
し
て
い
た
。
そ
の
経
緯
を
踏

ま
え
、
ま
た
、
米
ド
ル
建
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
の

一
部
タ
ー
ム
物
に
つ
い
て
の
公
表
停
止
時

期
が
２
０
２
３
年
６
月
末
に
延
期
さ
れ
た

こ
と
や
、
２
０
２
０
年
実
務
対
応
報
告
公

表
以
後
に
寄
せ
ら
れ
た
意
見
を
受
け
、
Ａ

Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
金
利
指
標
置
換
後
の
取
扱
い
の

再
確
認
に
つ
い
て
の
審
議
を
２
０
２
１
年

10
月
よ
り
開
始
し
、
２
０
２
１
年
12
月
に

公
開
草
案
を
公
表
し
て
意
見
を
求
め
、
寄

せ
ら
れ
た
意
見
を
踏
ま
え
て
検
討
し
た
う

え
で
本
実
務
対
応
報
告
を
公
表
し
た
。

本
実
務
対
応
報
告
で
は
、
金
利
指
標
置

換
後
の
会
計
処
理
に
関
す
る
取
扱
い
の
適

用
期
間
の
１
年
間
の
延
長
や
、
金
利
ス

ワ
ッ
プ
の
特
例
処
理
等
に
関
す
る
金
利
指

標
置
換
後
の
会
計
処
理
の
趣
旨
の
明
確

化
等
が
行
わ
れ
て
お
り
、
公
表
日
以
後

適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
本
章
で
は
、

２
０
２
０
年
実
務
対
応
報
告
か
ら
の
改
正

内
容
を
中
心
に
、
本
実
務
対
応
報
告
の
内

容
を
解
説
す
る
。

な
お
、
文
中
の
意
見
に
関
す
る
部
分
は

筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え

る
。本

実
務
対
応
報
告
の
内
容

本
実
務
対
応
報
告
は
、
Ｌ
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
を

参
照
す
る
金
融
商
品
に
つ
い
て
金
利
指
標

改
革
に
起
因
し
て
行
わ
れ
る
金
利
指
標
置

換
で
あ
っ
て
、
そ
の
前
後
で
経
済
効
果
が

お
お
む
ね
同
等
と
な
る
こ
と
を
意
図
し
た

契
約
条
件
の
変
更
や
契
約
の
切
替
え
を
対

象
に
、
金
利
指
標
の
置
換
前
、
置
換
時
、

置
換
後
に
分
け
て
、
ヘ
ッ
ジ
会
計
の
継
続

が
可
能
と
な
る
よ
う
な
特
例
的
な
取
扱
い

を
定
め
て
い
る
。
本
実
務
対
応
報
告
に
お

い
て
、
２
０
２
０
年
実
務
対
応
報
告
か
ら

改
正
し
た
主
な
内
容
は
、
金
利
指
標
置
換

後
の
取
扱
い
で
あ
る
た
め
、
次
よ
り
金
利

指
標
置
換
後
の
取
扱
い
を
解
説
す
る
。


